
年度 事後評価・決算 施策評価シート 作成

4 令和 4

１．施策の対象と意図の指標
単位 区分 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 7 年度

見込値

実績値

見込値

実績値

見込値

実績値

単位 区分 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 7 年度

目標値

実績値

達成率

目標値

実績値

達成率

目標値

実績値

達成率

目標値

実績値

達成率

２．施策の役割分担

３．評価結果

③他団体との比較 （近隣市町、県・国の平均と比べて成果水準は高いのか、低いのか、その背景・要因は？）

4 年度

（4年度の事務事業や取組の成果は？うまくいかなかった取組・問題点と原因は？）

②施策全体の今後の課題と改革改善の方向

・水洗化率の向上に向けて、今後、新たに供用を開始した地域の住民に対し、水洗化を促していく。
・上水道事業としては、清浄な水を安心して供給するため、現在、第１配水池更新整備を実施中であり、既設施設の老朽化及び貯水容量不足の解消並びに大
規模災害時における重要な給水拠点として整備を行っており、施設完成後は、岡山県広域水道企業団から受水を行っている配水区域の見直しや、入浄水場の
浄水機能等の縮小などを行い、効率的な事業運営を目指します。
・下水道事業としては、合併処理浄化槽設置整備補助金について、下水道区域外の合併処理浄化槽未設置者に対して、今後も事業を継続して行い、公共水域
の汚濁防止・生活環境の向上を推進する。また、国の補助制度改定に伴う見直しの検討を行い、広報等により早期設置の周知を行います。

①施策の成果向上につながった主な事務事業
②施策の成果向上のため改善を要する主な事務事業

合併処理浄化槽設置整備補助金
小規模水道事業

①今後施策の成果向上につなげる主な事務事業 合併処理浄化槽設置整備補助金

・上水道給水原価については、適切な維持管理とコスト削減に取り組んだ。
・下水道普及率については、計画的な整備推進を行った。
・水洗化については、広報・ホームページ等により接続率向上に努めた。

③施策全体の振り返りと総括

→

81.1% 114.9%

ア 上水道給水原価（１㎥当り）

⑥成果指標の
把握方法と
算定式等

ア．上水道会計の決算時に把握
イ・ウ．毎年度3月31日現在の住民基本台帳、工事施工実
績、下水道宅内工事受付実績により把握

ウ
水洗化率（水洗化人口／供用人
口）

％

85.0

96.9% 97.0% 96.4%

 

廣澤　秀樹

関係課名     シート作成者 浅田　利典

公共水域の水質汚濁防止

人

1
イ 水道施設数

箇所

ア

82.0 80.4 81.0

令和４年度末の水道普及率は、９６．２％（県内平均９９．２％）、下水道普及率は、９３．４％（県内平均８８．２％）で
あった。
（R４年度の県平均値は、現在公表されておらず、R３年度の県平均値で比較）
どちらも県内平均と、ほぼ同水準である。

高い水準

ほぼ同水準

低い水準

エ

上下水道事業を取り巻く経営環境が、急速な人口減少や施設等の老朽化に伴い、急速に厳しさを増しているとされており、こうした中で、住民
生活に必要不可欠なライフラインとして、持続可能な事業運営を確保する必要があり、岡山県において、上下水道事業の広域化・共同化計画
が策定され、今後、計画に基づいて可能なものから順次着手し、事業の効率化等を図って行く。

目標値を上回る

向上した

   

②成果指標の時系列比較 （成果は向上したか？低下したか？要因は？）

上水道給水原価は、設備定期点検等の実施時期にあたり修繕費が増額となり、前年度と比べて原価は上昇したが、
目標値より原価を抑えることができている。
下水道普及率は、計画的に整備を実施しており、成果も向上している。
水洗化率は、、宅地造成地等の新築物件の増加により、前年度と比べて微増ではあるが、向上している。

鏡　野　町

の

評価結果

２．施策を取り巻く環境変化（対象の変化、国県の動向、法改正等）と住民からの意見・要望など

３．施策の振り返りと総括

４．施策の今後の課題と改革改善の方向 （今後、新たに取り組むべきこと、さらに力をいれる必要があることは？）

 

⑤成果指標
設定の考え方

ア．水道事業の安定的な継続性を見るため、水１m3を作るために
必要な経費を計上した。
イ・ウ．下水処理の普及が住民の生活環境の向上、公共水域の水
質汚濁防止につながることから計上した。

施策成果向上
に向けた

住民と行政との
役割分担

①住民の役割　（自助・共助・協働でやるべきこと）

　水道供給、下水処理は住民と町との契約に基づくものであり、使
用率の向上が事業継続の為に必要不可欠である。
　公共下水道、集落排水処理区以外の未普及地区では合併浄化
槽の個人設置を促進しており、生活環境の向上のために積極的に
浄化槽整備することが住民の役割である。

１．施策の成果水準とその背景・要因
①施策の目標達成度 （目標値を達成したか、未達成か？その要因は？）

上水道給水原価は、目標値より原価を抑えることができた。
下水道普及率は、計画的な供用地域拡大により、ほぼ目標どおりであった。
水洗化率は目標を下回ったが、要因としては、下水道供用開始区域拡大により供用人口が増加したことで、相対的に
供用区域の浄化槽使用者数が減少したことによるものである。

エ

②行政の役割　（町・都道府県・国がやるべきこと）

　水質基準に適合する安全な水を安定的に供給するため、施設の適正な
管理や適時の更新、統廃合等によるコスト削減を図りながら、継続的な運
営を行っていく。
　下水道施設についても同様に、適切な維持管理とコスト削減、整備推進
と接続率向上を図りながら継続可能な事業推進を行っていく。

ほとんど変わらない

低下した

目標値どおり

目標値を下回る

イ 安価で安定的に供給する イ
下水道普及率（供用人口／行政人
口）

％

95.3%

93.5 94.0 95.0

92.3 93.2 93.4

108.6% 100.2%

ウ
快適で衛生的な生活環境で暮らして
もらう

83.5 84.0 85.0

96.5%

→

→

令和5年10月令和 4

12,625

①施策の対象（誰、何が対象か）　　 ③対象指標(対象の数・規模）

イ

町民

施策番号 447 施策名 上下水道の整備 令和 4 年度主管課名

箇所
11

人口

上下水道課

総合計画
体系

政策名 快適な生活環境の里づくり 年度課長名

ア

上水道施設

ウ

→

→

→

11,800 11,627 11,280

1 1 1

12,35812,497

下水道施設数
12 11

85.0 93.0

99.9% 99.4% 98.3%

83.0

349

12

345

304.5 311.2

340

308.3

112.1% 110.9% 109.3%

下水道施設 ウ
11 11 11

円

②施策の意図（対象をどうしたいのか） ④成果指標（意図の達成度）

→

250 350

ア 清浄な水を安心して使ってもらう


